






















































































































なった。この課題に対応すべく、韓国では、2001 年 7 月、政労使の社会的協議機関である
労使政委員会に特別委員会が設置されるなど、非正規勤労者の保護のための法制度の改善
をめぐる激しい議論が繰り広げられる。そして、紆余曲折を経て、その一到達点として、





















は一定の例外事由を認めている（期間制法 4 条 1 項但書）。そして、期間制法 4 条 2 項に
おいては、同条 1項が定める期間制勤労者の使用期間の上限規制に違反した場合における























 そして、このような期間制法 4 条の裁判規範としての不明確性・不安定性は、その行為
規範としての実効性を弱めているものと考えられる。期間制法 4 条の施行効果に関する統
















事件）、期間制法 4 条の解釈・適用が争われている現状に鑑みると、期間制法 4 条の下で
あり得る期間制勤労契約の濫用的・不適切な利用に関して何も明らかにしていない期間制































































































































































































であり、労働契約法 18 条や 20 条をこれら非正規「公務員」については適用しないとされ
ている（労働契約法 22 条 1 項）こととは対照的である。したがって、韓国の公共部門に
おける非正規雇用問題に関するこれまでの取り組みを理解するに当たっては、これまでの
取り組みと韓国の法制度的仕組みとの関係を明らかにする必要があるように思われるが、
この点については今後の課題としたい。 
 また、本論文では、韓国の非正規勤労者の雇用安定と処遇改善にかかわる前記❶と❷の
法規制の立法効果の全体像を把握することに重点を置いており、日本法に関する考察を行
うことができなかった。とりわけ、日本でも、無期転換ルールを定める労働契約法 18条を
潜脱する脱法的な手段として用いられる可能性のある有期労働契約の濫用的・不適切な利
用が懸念されているにもかかわらず、これに対するこれといった手立てがなされているわ
けではなく、また、無期転換後の労働条件も問題となり得ること等からすると、その抱え
ている課題自体、韓国と大差ないように思われる。このような状況において、日本では、
果たして、労働契約法 18 条が目的としていた効果を期待できるだろうか。これまで見て
きたように、日本と同じ課題を抱えている韓国においては、期間制法 4 条が非正規勤労者
（期間制勤労者）の雇用安定を図るには不十分であるとして、その実効性に関しては消極
的な評価がなされている。日本において、いわゆる「2018 年問題」は既に始まっているで
あろう。以上のような労働契約法 18条の解釈・運用に関する不明確性・不確実性が、労働
契約法 18 条の実効性にいかなる影響を与えることになるのか、無期転換ルールの今後の
適用・運用動向を注目していきたい。 
